
１ 指定管理者

(1)　指定管理者 社会福祉法人　川崎市幸区社会福祉協議会　（川崎市幸区戸手本町１－１１－５）

(2)　指定期間 平成１８年４月１日　～　平成２１年３月３１日

(3)　業務の範囲

２ 検証結果

検 証
１　最適な公共サービスの手法の選択 1
(1)　最適な公共サービス提供主体の選択 (1)
①　法制度上の必要性 ①

②　サービスの制度趣旨や社会状況 ②

③　サービスの質を担保する仕組み ③
　の存在

(2) 効率的な運営手法の検討 (2)
①　市民満足度の高いサービス提供 ①

②　施設運営の継続性、安定性、公平 ②
　性の確保

③　効率的、効果的な運用の確保 ③

さいわい健康福祉プラザの指定管理者制度導入についての検証

・老人福祉センターの業務
  利用証の発行、教養講座・レクリエーション等の実施及び場の提供、健康相談・生
  活相談事業、入浴事業
・施設等の維持管理に関する業務

施設の管理運営に関しては、協定書や健康福祉局指定管理予定者選定等委員会要
綱に基づき、指定管理者に毎年度事業報告書を提出させ、評価を実施することで継続
性、安定性、公平性を確保している。

利用懇談会を年に3回行い、利用者や団体からの意見や要望を把握し、運営に反映さ
せていくことで、利用者本位に即した効率的、効果的な管理運営を行った。また、指定
管理者がもつネットワークを活用して、広報活動を行い、広く施設の運営状況の公開
に努めた。

項　　　　目

老人福祉法第１５条第１項の規定により、公により施設の設置が可能である。また、公
が条例、規則等で公共サービスの提供を担保した指定管理者の導入も可能である。

教養講座や行事の実施にあたっては、指定管理者制度導入時に教養講座実施計画
書及び行事計画書を提出し、それに基づきサービスの提供を行った。また、地域の関
係団体との協力を得ながらの行事を実施するなど、指定管理者のもつネットワークの
活用を生かしながら地域からの要望等を取り入れ、質の高いサービスを提供した。

施設の設置目的は、無料又は低額な料金で、老人に関する各種の相談に応ずるとと
もに、老人に対して、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションのための便宜を総
合的に供与することである。（老人福祉法第２０条の７より引用）
また、新実行計画においては、介護予防拠点としての機能を強化することにより、高齢
者の健康づくり、生きがいづくりの場として位置付けられている。老人福祉センターは、
今後も介護予防拠点としての機能強化や団塊世代の受け皿拡大等、本市の高齢者施
策の実現にあたり、引き続き重要な役割を担っていくため、行政の関与が低い「民営
化型」ではなく、「行政関与型」による運営方式が望ましい。

健康福祉局指定管理予定者選定等委員会要綱に基づき、健康福祉局指定管理予定
者選定等委員会により指定管理者の選定及び指定管理者に行わせた管理運営業務
等について評価を実施している。また、協定書には、市は指定管理者が行う管理運営
業務に対し、監査又は検査を行い、業務内容について報告させ、又は指示することが
できるものとすると定めているとともに、指定管理者が関係法令、条例等に違反したと
き、管理運営業務を履行しないとき又は履行の見込みがないと認められるとき等は、
指定の取消し又は期間を定めての管理運営業務の全部又は一部の停止を命ずること
ができると定めている。また、指定管理者は、利用者意見を把握するため、利用者の
意見や要望に常に耳を傾け、また、利用との懇談会を実施し苦情受付体制を整備す
るとともに、弁護士、学識者、社会福祉士などの第三者を含めた体制を組織し、苦情
解決にあたった。
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２　サービス向上等 ２
(1)　安定性 (1)

【利用者数】

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度
利用者延べ人数 　　３７，５５７ 　　４０，７０６ 　　４３，５７６

【教養講座・行事回数】

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度
教養講座延べ回数 １９７ ２４４ ２６９
行事数 　１０ 　１０ 　１８

(2)　公平性 (2)

(3)　専門性 (3)

(4)　創意工夫 (4)

【主な教養講座】
・リコーダー入門　・ヨーガ教室　・気功・太極拳入門　・布ぞうり　・大人のぬり絵など
【主な行事】
・敬老のつどい　・菖蒲湯　・かるた大会　・プラザまつりなど

３　コスト検証 ３
算定方法

４　施設の安全性 ４
大規模修繕の必要性

５　総　　括 ５
　 成　　果

「プラザまつり」の開催や市内の小中学生の職場体験の受入など指定管理者が有す
る専門性や人的ネットワークを活用した事業展開を図っている。

指定管理者制度導入以前と比較して、利用者数は増加傾向で、順調に事業実績を伸
ばしており、また、講座や行事回数も年々増えており、市民に対して安定したサービス
提供を行っていると考える。

利用者懇談会の定期的な開催やアンケートなどの実施により、利用者や団体の意見
や要望が施設運営などに反映できるよう仕組みづくりが出来ており、利用者に対する
サービスの公平性は確保されていると考える。また、利用者や地域住民等から市へ出
された意見や苦情等についても、指定管理者と協議し、必要な事項については、指定
管理者等へ指導を行っている。

当施設は平成１７年度まで、川崎市社会福祉協議会に管理委託しており、平成１８年
度から幸区社会福祉協議会が指定管理者として、施設の管理運営にあたることとなっ
た。この点から、事業展開自体は以前と大きく変更されたわけではなく、従来からの事
業を引き継ぎながらも、利用者からの要望への対応や、経費節約などに即対応するな
ど、指定管理者の導入に伴い、より市民サービス向上へ向けた運営ができるように
なった。老人福祉センターは、今後も介護予防拠点としての機能強化及び増加する高
齢者の受け皿として、本市の高齢者施策を実現するための重要な役割を担っていく施
設であり、指定管理者の創意工夫により更なるサービスの向上が期待されるため、引
き続き指定管理者制度による管理運営が望ましいと考える。

当施設は、平成１２年に建てられ、築９年目を迎えている。耐震強度については問題が
ないが、時期的に経年劣化による補修が必要になってくる。小規模な機械的な修理
は、行われているが、大規模な修繕などについても計画的に実施するための準備が
必要になってくると考えられる。

利用者の満足度を向上させるため、また、より多くの利用者が参加できるように、短期
間の講座を設定して種類を増やすなど、指定管理者の柔軟な発想を活用した各種教
養講座及び行事を実施し、市民サービスの向上に向けた創意工夫がなされている。

事務費は、主に消耗品費、印刷製本費、修繕費、通信運搬費、業務委託料に充てられ
ている。事業費は、教養講座及び行事の報償費、教養娯楽費などに充てられている。
事務費、事業費ともに事業実績等を考慮して、管理運営を行う上で妥当な金額である
と考えられる。

指定管理委託料の内訳は、人件費８５％、事務費５％、事業費１０％となっており、大
部分を人件費が占める。職員のうち非常勤職は生活相談員がおり、月報酬が８７，５０
０円である。これは市の同等の非常勤報酬額１５２，８００円と比較すると、低く抑えら
れている。また、賃金職員として労務補助員がおり、時間給８６０円である。これは市の
同等の臨時的任用職員の時間給８９０円と比較しても、ほぼ妥当であると考えられる。

2


